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ＳＮＷの活動方針

１．世代を越えた対話

次世代を担う若者との対話により夢と希望を与え、自ら育む手助けをする。

２．情報提供と理解促進活動

市民、先生、マスコミ関係者へのエネルギーと環境問題、原子力、放射線

などの理解を促進する為、公開シンポジウムなどの啓発活動を行なう。

３．講師の派遣など

国が推進する「原子力人材育成プログラム」「広聴・広報事業」などを支援し

講師派遣を行なう。必要に応じ学校への出前授業を実施。

４．協力団体との水平的なネットワーク連繋

協力団体、組織と連携し問題解決に向け統一的アプローチを行う。

日本が正しい知識と理性で導かれる一流国である

ことを願い、その役割を担う若者との対話を行う！
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お話ししたい内容

1. 文明とエネルギー
2. エネルギーについて
3. 世界と日本のエネルギー事情
4. 日本のエネルギー政策と課題
5. リスクについて考えてみる
6. 皆さんはどう考えますか
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１．文明とエネルギー

人口と生産の増大をこのまま続ければ、その代償は資源の制
約と環境の悪化である。従って、人類はこれ以上の成長を望
んではならない。

成長要因 人口増加（77億人⇒世紀末には100億人？いずれは飽和する）
生活レベルアップ（現在20%の人口が80%の富を占有：ワイング
ラス社会）

制約因子 地球規模での土地、エネルギー、資源、環境

両要因の相克に対する妥協点が存在するのか？

２１世紀の課題「地球環境・エネルギー・食糧・水・・・」

成長の限界（１９７２年） ローマクラブ
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文明の転機

・火の発見（200～20万年前）
・定住・農耕の開始（約1万年前）
・蒸気機関(約240年前）
・電気の利用（約200年前）
・原子力の利用（約70年前）

世界人口の推移

500万人（農耕開始）

７～８億人

77億人

（現在）
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ハバートの「一本のマッチ」の警告
世界の化石燃料消費の増加と消耗は、長い闇世の中の一本のマッチ
の閃光のようなものだ
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コロナ禍で2020年度はCO2が８％程度減少の可能性と報じられています。
2050年度のCO2削減目標は、これを毎年2050年まで続けることです。続けら
れますか！経済は破綻するでしょう。温暖化問題解消がいかに深刻かという
ことを示しています。
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２．エネルギーについて

一次エネルギー（３分類 日本は約90%輸入）
(１)化石燃料（世界は約85%化石燃料に依存）

原油、石炭、天然ガス、シェールオイル・ガス、オイルサンド

メタンハイドレード、etc.

(２)再生可能エネルギー（水力発電が大半）
水力、風力、地熱、バイオマス、太陽光、太陽熱、潮流、

波力、etc.

(３)原子力エネルギー
ウラン、プルトニウム、トリウム、etc.

二次エネルギー（一次エネルギーから生産）
電気、都市ガス、水素、ガソリン、灯油、etc.



13

エネルギー源の三要件

1.大量にあること
2.集中してあること
3.エネルギー密度が高いこと

（再生エネは大量にあるが、集中していない。エネルギー密度が著しく低い）

EPR（Energy Profit Ratio) エネルギー収支比
（得られるエネルギー／取出すためのエネルギー）

エネルギーの質から化石エネルギー代替技術を考え
る必要がある。

エネルギー利用の条件
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発電方式のEPR比較



化石燃料の特徴と課題

一次エネルギーとして圧倒的な依存度
・産業革命を支えた動力源

– 抜群の資源量、エネルギー密度、取り扱い易さ

– 多様な用途：産業、運輸、民生用燃料、電気など

– 抜群の資源量、エネルギー密度、取扱い易さ

・戦後復興・高度成長の原動力

– 電源として

– 工業用、民生用燃料

– 化学製品の原材料

地球温暖化問題、資源枯渇問題
・効率的な活用

・CO2の分離・回収・処分

・水素社会への転換
15
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シェールガスの可能性はどうか

シェールガス・オイルの問題点
・シェールガスは非在来型資源。
・硬い岩石を水圧破砕（大量の水を高圧で投入）
エネルギー収支比（EPR）が低い。
・大量の化学薬剤を入れるための環境問題。
・生産井の減衰が急速（最初の２年間で８０%減
少）。次から次へと井戸を掘る必要。
・米国で成功して他国でも成功するとは限らない
・経済的に成立する資源量は限界がある。シェールガス・オイルの堀りかた

米国でのシェール革命
・シェル層からのガス・石油を安価に供給できるようになり、米国エネルギー情勢
は様変わり。２００８年→２０１２年で、貿易赤字６９８３億ドル→５３９５億ドル、
石油製品輸入量１１ＭＢ／日→７．７ＭＢ／日に激減。米国経済の大転換。
・米国の中東依存度激減。世界戦略への影響懸念。

なぜ米国で急速に開発が進んだのか
・豊富な掘削経験と技術力の蓄積
・地下資源の所有権は地主で、民間活力大。
・ガスパイプラインの充実。
・原油国際価格急騰で経済性メリット。



変動型再エネ（太陽光と風力）の特徴と課題

エネルギー密度が低く、エネルギー供給が間欠的

・山手線内側分面積の太陽光パネルで原子炉1基分

（100万kW）

・太陽光は夜間ゼロ、太陽光、風力とも天候次第
– 需要に応じた発電ができない

– バックアップ電源が必要

経済的に自立した主力電源化

・安価で大規模な電力貯蔵システム

‐蓄電システム（蓄電池では非現実的）

‐水素システム

18
註 安定型再エネ（水力、バイオ、地熱発電等）は規模の拡大に限度がある
。



・kWh（発電量）とkW（設備容量）の相違の認識が大切
・同じ設備容量でも、太陽光の発電量は原発の約1/7
・このような非効率な発電に国民は20年間に約60兆円の月賦返済を強いられている



原子力の特徴と課題
エネルギー密度が著しく高く、資源量豊富、備蓄性高
・核分裂エネルギー

– 100万kWの発電所を1年間運転するのに必要な燃料
•石炭約200万トン、石油約130万トン、天然ガス約100万トン
•核燃料 約20トン （10万分の１）

・資源量が豊富 備蓄性が高い
⇒ 準国産エネルギー、安定供給性高

– 装荷した燃料は３～4年継続使用
– 核燃料サイクル・再処理路線により、プルトニウムも資源

として活用（資源量の制約がほぼなくなる）

社会的受容度が低い、軍事との関連性
・事故が起きた時の社会的影響が大きい
・核に対する嫌悪感
・わからないものに対する不安（低線量被ばくなど）
・高度な科学技術への不信（制御できないのでは）

20
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核分裂エネルギー

核分裂エネルギー MeV単位 ⇔ 化学反応 eV単位

即ち、１００万倍エネルギー密度が高い。これが「ウラン
１ｇが石炭３トンに相当する」ことであり、「廃棄物の毒
性は高いがその量は著しく少ない」理由である。

ウラン238

ウラン235

原子炉燃料用のウラン

中性子 U235
熱

分裂
1回目

3回目

2回目

熱
熱

U238 U238

U238
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3. 世界と日本のエネルギー事情
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主要国の一次エネルギー自給率比較（2017年）
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ヨーロッパの電力網



明治維新後の一次エネルギー供給量の推移
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20世紀後半以降のエネルギー資源利用の変遷

28第5次エネルギー基本計画 資料 より

1940年代までは水主火従・1950年代に火主（石炭主）水従へ
1960年～90年代は石炭、石油、天然ガス、原子力時代ミックスへ
21世紀は地球温暖化抑制が課題・四半期以降は脱炭素に
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石油輸送のリスク



30
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エネルギー基本計画
（安定供給性、経済性、環境適合性のトリレンマ）

〇1970年代の2回の石油危機、1990年代の新たな地球温暖化・電力自由

化問題を受け、エネ2002年4月：「エネルギー政策基本法」施行

エルギー施策を長期的、総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

〇国は「エネルギー基本計画」を策定し3年毎に見直す。

2003年10月（第一次）

2007年3月（第二次）：原子力の導入、再生可能エネルギーの利用拡大、化石燃料の安

定供給確保

2010年6月（第三次）：エネルギー自給率を約７０％とする、ゼロ・エミッション電

源（原子力・再エネ）の比 率を約７０％とする

2014年４月（第四次）：東日本大震災及び東 京電力福島第一原子力発電所事故を受け

、2030年目標を策定（再エネ22～24%。原子力20~22%、化石56%）

2018年7月（第五次）：第4次2030年長期エネルギー需給見通しの実現と2050年を見

据えたシナリオの設計

4. 日本のエネルギー政策と課題



エネルギー資源の選択

• 持続性ある発展を目指し、最適なエネルギー資源群の選択組合⇒エネルギー・ミックス
• 資源選択の４要素 Ｓ＋３Ｅ

– Ｓ 安全性 Safety
– ３Ｅ 供給安定性 Energy Security

経済性 Economic Efficiency 
環境適合性 Environment Protection

• より高度なＳ＋３Ｅ（第5次エネルギー基本計画）
– 安全性 ：国民が受容可能な安全レベル・安全目標

• 安全最優先＋技術・ガバナンス改革による安全の革新
– 供給安定性：震災前の自給率

• 資源自給率＋技術自給率向上／選択肢の多様化確保
– 経済性 ：国際競争力ある料金

• 国民負担抑制＋自国産業競争力の強化
– 環境適合性：GHG（Green House Gas）削減目標達成

• 環境適合性＋脱炭素化への挑戦

2030年度達成目標：天然ガス27% 石炭26%
石油3% 再エネ22～24% 原子力20～22%

33
第5次エネルギー基本計画 2018/7/3 より





再生可能エネルギーの現状





このまま新設計画がないと2050年頃には原発ゼロとなり、我が国
はエネルギー植民地に堕する。
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北海道胆振東部地震による全道大停電の原因と問題点

・2018年9月6日、北海道南部の胆振を震源とする最大震度７の
地震が発生、震源地に近い苫東厚真火力発電所の1号機、2号機、
4号機が停止。3基の発電所の総出力は165万kWで道内の電力
の約50％を供給していた。
・この結果、電力需給バランスが崩れ、ドミノ倒しのように全道の
火力発電所、水力発電所が送電系から切り離されて、全道大停
電になった。

・この大停電は、泊１、２、３号機（総出力207万kW）が動いていれ
ば防止できた。

これは発電所を一極集中せず、多様化・多地域に分散してリスク
分散を図ることの重要性を示唆するものである。

5．リスクについて考えてみる
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同時同量
電力の需要・供給のバランスを維持し
水位（周波数）を一定に保つ。
５０ヘルツ（北海道・東北・東京）
６０ヘルツ（中部・北陸・中国・四国・九

州・沖縄）



リスクとは？

安全・安心との言葉がよく用いられるが非常に情緒的
な言葉である。意識としては、安全が「受け入れ可能な
客観的リスク」、安心が「主観的リスク」として使われて
いるようである。

一方、リスクとの言葉もよく用いられるが、ハザードとの
区別がなされていないことが多い。一般に危険を引き
起こす現象がハザードであり、そのハザードに社会や
個人が被害を蒙る確率をかけたものがリスクである。
即ち、いくら大きな台風が到来しようとそこに社会や個
人が存在しなければリスクゼロである。国語辞典にもリ
スク＝危険の誤訳がある。



リスク嫌いの日本人・リスクの文化差（１）

リスクの語源は、ラテン語のrisicoで絶壁の間を縫って
航行すること。その後、大航海時代、ルネッサンス時代
の冒険を厭わない時代の精神である。そこには危険を
冒しても積極的に能動的に選択するという文化である。
サッカーの元全日本監督のオシム氏の言葉「リスクをと
らない選手はわがチームには不要である」今回のW杯
も諸外国チームと比較してリスクを冒していない感あり。

一方、日本ではリスクに見合う言葉自体が見当たらな
い。それは地政学的に見て安全であり冒険する時代精
神が乏しかったことに由来する。我が国で存在するリス
クの中心は自然災害でこれに対しては一種の諦観がで
きてしまった。（ライシャワー大使曰く「タイフーンメンタリ
ティー」） また、「お上に宜しくお願いする」社会



リスク嫌いの日本人・リスクの文化差（2）

リスクという言葉を日本人は好まない。行政でもリスク
という言葉はイメージが悪いとさけるし、研究者もPRA
をPSAと読み替えたがる。日本人にとってリスクは消
極的であり、受動的であり、押し付け的である。しかし、
リスク嫌いの日本人も安全／危険の二項対立的発想
によるのではなく、リスクという確率的発想を持つべき
ではないだろうか。

科学技術論的に絶対安全やゼロリスクはありえない。
科学技術には必ず光と陰が存在する。科学技術を使
う人間側の問題である。原子力もそれを失った場合
のリスクも考える必要がある。
だとすれば、どの程度のリスクなら受け入れるかの問
題となる。（How safe is safe enough ?）

PRA Probabilistic Risk Assessment                       PSA  Probabilistic safety Assessment



ALARP as low as reasonably practical 合理的に実行可能な限りリスクを低減する
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各国の原子力に対する立ち位置



欧州（独、仏、英、北欧、ウクライナ）

1. 独 2022年までに順次原発を停止しゼロにする「脱原発」政
策、しかし、現在も7基の原発を運転している。再エネ促進の
ためFITを実施し電気代の高騰に産業界が苦しんでいる。しか
し、国民は脱原発が倫理的に正しいとの認識が強く（ストイッ
クな国民性）容易に路線変更を認めない。現実は国内に豊富
な褐炭火力と隣国との売買電で凌いでいる。壮大な国家実験
である。

2. 仏 日本と同じ資源小国であり、原発が70％以上を占める。
オランド大統領があまりに大きな原発比率のため原発を50%
程度まで落としてエネルギーの多様化として再エネを提唱して
いるが、実態としては変わっていない。電気代は独の約6割



欧州（独、仏、英、北欧、ウクライナ）

3．英 原発の歴史は最も古く、老朽化した原発が多
い。原発の開始は早かったが、その後、北海油田が
見つかり原発建設はスローダウン。しかし、北海油
田の急速な縮小と温暖化問題の提起国としての意
識から、近年とみに原発建設に積極的である。福島
事故後のアンケートで原発支持が増えた唯一の国。

4．北欧 スウェーデンはチェルノブイリ事故後脱原発
を宣言したが、その後撤回し原発運転を継続してい
る。フィンランドは大戦前のソ連にエネルギー支配さ
れた苦い経験からエネルギー自立のためには原子
力が必要との立場をとる。両国とも非常に厳しい安
全基準を求めている。ノルウェーは資源大国であり
また水力が豊富で原発をもたない。



欧州（独、仏、英、北欧、ウクライナ）

5．ウクライナ チェルノブイリ事故の当事国である。事
故後、原発すべてを停止したが経済が成り立たない
こと、およびフィンランドと同様にロシアのエネルギ
ー支配を逃れるため原発路線に再転換した。現在
は事故以前よりも原発割合が多く約4割。昨今の政
情もロシアとEUのエネルギー問題に絡むものであり、
ウクライナに限らずエネルギーは政治不安定の影
響因子として大きいものがある。





大国（米、露、中国、インド）

1．米 104基の原発を有した原子力大国。近年、シュール
ガスの開発によってエネルギー資源輸入国から輸出国
に転じようとしている。原発の新設も以前ほどの勢いは
ない。古い原子炉の老朽化によるコスト高から廃炉もあ
る。全体としてモラトリアム状況

2. 露 資源大国、石油、天然ガスとも豊富に生産するが、
原子力開発も精力的に行っている。高速増殖実証炉
BN-８００は運転中。BN-1200の実用炉推進中

3. 中国 国土が広い割に石炭を除いて資源に恵まれない。
従って、エネルギー資源確保に必死であり、原発の建設
計画は目白押し。高速炉、溶融塩炉など新型炉推進中

4. インド エネルギー資源として石炭、トリウムがある。従
って、将来はトリウム核燃料サイクルを目指している。そ
のためには高速増殖炉によるPuサイクルが必要で高速
増殖実証炉DFBRは本年にも臨界になるとの情報



社会に生きるからにはリスクと共
存する覚悟と決意

ゼロリスクはない。生きている限り必
ずリスクを伴う。リスクがどの程度の
ものであるかの認識を共有して、リス
クミニマムを求めながらもリスクとと
もに生きてゆく覚悟を決めてこそ成
熟した大人の社会と考える。



6. 皆さんはどう考えますか

• 須らく科学技術には光と陰があり、光だけの
科学技術は存在しない。（両刃の剣）

• 原子力の光と陰のコントラストはとりわけきつ
い。（薄く広くに対し、原子力は深く狭い）

• 科学技術を使う人間側の問題である。
• 一方、世界のエネルギー動向は・・・
• 原子力を失うリスクも考えるべきでは（原子力
放棄は国家の自殺行為では）

参考図書 価値観と科学／技術 加藤尚武 岩波書店



世界のエネルギー動向

エネルギーを考えることは世界を考えること

□世界人口・77億人

□14億人が電気の恩恵を知らない

□化石燃料の争奪戦が始まっている

□世界の石油産出量はピークを過ぎた

□世界主要国は福島事故後も原子力に期待

□2035年頃、原発保有国は５５カ国以上に
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次世代の諸氏に期待すること

• 視座高く、視野広く、遠くを見つめて
• 一時の感情に流されず冷静な目を養う

・サイエンスリテラシー
・メディアリテラシー
（メディアの責任は本当に重い、放射能で恐怖に陥れるのは犯罪行為）

常々思うこと、良きにつけ悪しきにつけ、人間の好奇心と飽くな
き探求心によってあらゆる発展がなされてきた。原子力にとど
まらずゲノム開発、人工知能、宇宙開発など先端技術に危険
はつきもの、科学者、技術者にとってリスクは超えるべき課題
であり挑戦の連続である。そうやって人類は発展してきた。誰
がこの営みを止めることができようか。



先人訓

• 寺田寅彦
正当に怖がることはなかなかむず
かしいことである。
• 吉本隆明
文明は不可逆反応である。（あった
ものをなかったことにはできないも
のである。）



永井隆博士の遺書
（長崎医科大学教授 自らも被爆しながら患者の救護にあたった）
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情報汚染チェック 10の原則

1. 論理の飛躍（接続詞を挿入して検証）
2. 量を言わない主張（単位の無理解）
3. 確率を伴わない危険予測は単なる扇動（活断層、火山）
4. 深層防護（前段否定）と絶対安全（ゼロリスク）の誤解
5. 時間軸を持たない主張
6. 外国（米国、中国、ロシア、ドイツなど）の状況を無視した主張
7. 原発リスクを減ずることが技術進歩、これを無視する主張
8. 失敗を許さない主張
9. 情緒的主張
10. PDCA（Plan Do Check Act）を無視した主張
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ご静聴ありがとうございました

データの主な出典
・政府関係資料 経産省、文科省、環境省の放射線、除染関係広報資料
・原子力・エネルギー図面集 電気事業連合会
・原子力百科事典ATOMICA (財)高度情報科学技術研究機構(RIST)
・原子力研究開発機構 広報資料
・日本原子力学会 学会事故調最終報告書
・電中研ニュース
・放医研資料
・いま改めて考えよう地層処分 原子力発電環境整備機構（NUMO)
・リスク学から見た安全と安心（木下冨雄）
等々


